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 はじめに
















スで掲載したものがある (『月刊食堂』 13(7)､ 1973)｡ またその後は外食産業総合調
査研究センターの資料 (『外食産業研究』 14(3)､ 1995；同16(1)､ 1997；同No. 89､
2003；同No. 90､ 2004；同No. 97､ 2006；同No. 101､ 2007) がその年次の動向を整
理している｡ 近年では 『月刊食堂』 の特集 ｢アジアの巨大市場に挑め｣ (2011年７月
号) および ｢海外進出レポート｣ (2012年11月号) や連載 ｢アジアの巨大胃袋を掴め｣
(2012年１号から連載中) がアジア各国あるいは個別企業の動向を詳細に報じている｡






については､ データベースを基にして､ Ⅳ章でその全体像 (戦後期の約50年
間の推移) をおさえた上で､ Ⅴ章でこれまで明らかになっていなかった進出






まず初めに､ 本稿での分析対象を確定しておきたい｡ そもそも､ 飲食行為
は調理と飲食の場所によって､ ①内食 (家庭内で調理し食する行為)､ ②外





ない｡ たとえば､ ファーストフード店などはその典型であろうし､ ③中食に
属する寿司､ 弁当､ パン､ 洋菓子などの持ち帰り店でも飲食スペースを備え









する｡ 具体的には､ 通常の飲食店業態のみならず､ 持ち帰りを基本とした弁
当店､ 寿司店､ 総菜店､ ベーカリー店､ 和洋菓子店､ あるいは宅配を主とす
るピザ店などをすべて対象とする｡ ただし､ 近年ではコンビニが③の中食を
提供する重要な店舗となっているが､ コンビニは産業分類上は小売業に属す
るため含めない｡ また､ 外食業には集団給食業 (学校・企業・病院など) や









様なものがあるが､ 本稿は､ 飲食ビジネスの国際化を最も端的に示す ｢海外
出店行動｣ に焦点をあてる｡ このことは､ ｢店舗での海外進出｣ を指標とし
てその行動を捉えることを意味する｡
また､ 本稿は ｢日本の外食業の海外進出｣ を対象としているのであり､ 文
化人類学や食文化論で研究されてきた ｢日本料理・日本食の海外進出 (国際
化)｣､ つまり料理自体の国際化 (越境) を対象とはしていない2)｡ このこと
わが国外食業の海外進出史 3
2) 文化人類学や食文化研究における日本料理自体の海外進出に関する本格的な研究とし
ては､ ロサンセルスの日本料理店を分析した石毛・小山・山口・栄久 (1985) の研究
が嚆矢であり､ 近年では園田 (2003) が日本風ラーメンの中国での受容を､ 浜田・園
田 (2007) が北京における日本料理店の分析を行っている｡ この領域では ｢食文化の








業を営む企業が海外に飲食店を出店している｡ たとえば､ 食品製造業､ 小売
業 (百貨店・スーパー)､ 衣料品卸売業､ 不動産業､ 鉄道業､ コンサルタン






また､ 日本から進出した外食業の一部には､ 業種や提供料理､ 店舗ブラン




たりするケースが見られる｡ また､ 店舗ブランドについては､ たとえばベー
カリーの ｢アローム｣ が香港では ｢東海堂｣ に､ ラーメンの ｢三宝亭｣ がシ
ンガポールでは ｢Ramen Play｣ に､ というように合弁先の意向や現地事情
によって現地化 (変更) するケースも存在する｡ もちろん､ 店舗表記につい
ても､ たとえば ｢サガミ｣ が上海では ｢盛賀美｣ になるなど多様な変化がみ
られる｡ したがって､ 業態や提供料理､ 店舗ブランドが日本と同じであるか
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れることは多いものの､ 本稿で焦点をあてる日本から現地に進出してきた外食業は数
が少なく影響も限定的であるため､ 光が当てられることは少なかった｡ なお､ 英語圏




営会社を設立するタイプと､ ②投資は行わず現地企業と提携 (契約) して現
地での運営を委ねるタイプ､ の２つに分けられる｡
①の場合は､ さらに独資 (100％出資) かそれに近い出資比率の ｢子会社｣
を設立して海外店舗を運営する方式と､ 現地企業と資本を出し合って ｢合弁
会社｣ を設立して海外店舗を運営する方式の２つに分けられる｡ 一方､ ②の
場合は､ 商標､ ノウハウ､ 主要食材を現地パートナーに提供して店舗運営を
委ねるもので､ 日本側はその対価として加盟金やロイヤリティを受け取るの
が基本である｡ これは､ 業界では ｢マスター・フランチャイズ｣ 方式と呼ば
れることが多いが､ 正確には ｢ストレート・フランチャイジング｣ と呼ぶべ
き方式である3)｡





デュース｣ という形式で海外パートナーと提携 (開店や運営をサポート) す
わが国外食業の海外進出史 5
3) ｢マスター・フランチャイズ｣ とは､ いわば現地で本部 (マスター) 機能を代行して
もらう契約を意味する｡ すなわち､ 進出先市場での運営を全面的に現地パートナー
(企業・個人) に委ねる (場合によっては現地でのサブ・フランチャイズ権も付与)




る｡ このことから､ 本稿では後者を使用している｡ なおストレート・フランチャイ
ジングは､ 日本からの投資は行わないため､ 投資リスクは低くなるが､ 現地パート
ナーが契約通りに衛生管理､ 調理 (味)､ 接客サービスなどを遂行しないリスクが生
















は存在しない｡ そのため､ 筆者は過去の業界雑誌 (『月刊食堂』 『飲食店経営』
『日経レストラン』 『Food Biz』 など)､ 外食系シンクタンクの紀要 (『季刊外
食産業研究』 など)､ JETROによる調査資料､ 業界関係者の著作､ 新聞記事
(日経テレコン21を利用)､ 企業のホームページや IR関係資料､ WEB上の記
事､ などに現れる海外進出の記事を収集し､ 一部は本社への問い合わせやヒ
ヤリング調査などで確認・補足して､ 独自の出店データベースを作成した｡
そのデータの内容は､ ｢進出年｣ ｢店舗ブランド｣ ｢企業名｣ ｢進出先市場
(国・都市)｣ ｢進出形態 (子会社､ 合弁､ FCの別)｣ ｢存続状況 (存続の場
合は店舗数)｣ および ｢備考 (企業特性､ 合弁・提携先企業､ 撤退年など)｣
である｡
ただし､ 当然のことながら､ このような資料で取り上げられていない進出
も多いと考えられる (特に中小外食業の進出)｡ また､ 過去に遡るほど資料・
情報が少ないために捕捉率が低下していることも否めない｡ とくに1960年代
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と70年代は極端にデータが少なかったため､ 『月刊食堂』 の1970年代の記事





されている｡ なお､ このデータベースについては､ 主要項目に絞って､ 別途､







コに開店した ｢大和屋｣ とされ､ ロサンゼルスでは1893年に開店した ｢見晴
亭｣ が最初とされる (石毛・小山・山口・栄久1985､ 28頁)､ 上海では1870
年代末に日本人による料理店が登場したとされる (岩間2013､ 1 頁)4)｡ 上海
では日清戦争後の1900年には ｢六三亭｣ のような大規模な日本料理店も開業
し､ 1910年代には5060軒の日本料理店が存在したとされる｡ また､ 香港で
は1892年に ｢東京ホテル清風楼｣ が最初の日本料理店として開業し､ その後
も1923年に ｢東京庵｣､ 1935年に ｢老松｣ といった料亭が開かれていったと
されている (岩間2013､ 2 頁)｡
わが国外食業の海外進出史 7
4) ちなみに､ アメリカでホットドッグが登場したのは1871年､ ハンバーガーは1884年､
コカコーラは1886年とされる (松本1995､ 182頁) ため､ 19世紀末頃のアメリカには
様々な料理が次々に登場したといえる｡ 一方､ 当時の上海では中国人の間に日本趣味
が流行したが､ そのような中で日本人が経営する ｢東洋茶館｣ (日本妓楼) と呼ばれ
る飲食店､ すなわち日本人の若い女性を給仕とした中華・西洋料理店が多く開店し中




らの進出｣ であったのか､ それとも ｢海外での創業｣ であったのかは分から
ない｡ 恐らく日本で飲食店経営の経験を有する人々による開業であったと思
われるが､ 基本的には ｢日本からの進出｣ ではなく ｢海外での創業｣ が多かっ
たと推される｡
戦前・戦中期は､ 百貨店によってアジア各地に海外出店が行われた時期で
もある (詳細は川端2011)｡ その１つである三越百貨店は､ 中国の大連店と
朝鮮半島の京城 (現ソウル) 店に大食堂を設けていたが､ 日本で三越百貨店
の食堂を運営していた子会社の ｢二幸｣ は､ 1916年にこの三越京城店の食堂
運営を委託され京城に進出をしている｡ これは百貨店の食堂部門の海外進出
であったが､ 記録に残る最初の海外進出といえよう｡ 二幸は､ 1943年にイン
ドネシアのマカッサル (セレベス島) に海軍の要請で海軍食堂を開設し､ ま
た翌44年には同じく軍の要請で中国・海南島の楡林に広東料理店 ｢二幸｣ を




で鳥すき店 ｢なごや｣ を営んでいた斉藤もとが､ 1939年に上海に出店した
日本料理店 ｢クイーン飯店｣ がある｡ 日本の店舗と上海の店舗とは業態が
全く異なっていたため､ 単純な海外進出ではないが､ 戦前期の進出実態が記
録に残る貴重なものと言えよう6)｡ 斉藤は､ 後述のように戦後はニューヨー
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5) 三越百貨店は1942年に日本軍の支配下にあった中国の海南島に小規模な店舗を開いた
が､ 軍の要請によってその隣接地にこの広東料理店が開かれた｡ 料理長は香港から呼
び寄せ､ 女性従業員も香港と日本から集められた｡ 詳細は数原 (1991) を参照のこと｡
6) この店舗は戦争末期に閉店された｡ 斉藤もと (19061989年) は､ 有吉佐和子の小説















7) 『月刊食堂』 の1964年11月号には､ この年に海外進出を行った ｢ベニハナ｣､ ｢金田中｣､






























































































1,385件を数えた (撤退済みを含む)｡ この ｢件数｣ とは､ 店舗数ではなく､
１つの外食業 (企業) が１つの市場 (国・地域) に進出したことを ｢１件｣
とカウントしたものである8)｡ 換言すれば､ 現地運営会社の数だと言ってよ
かろう｡ したがって､ 中国の北京と上海で運営会社 (現地パートナーや現地
法人など) が異なる場合は､ 別々にカウントしている｡ また､ １件の進出で
も､ 現地で１店舗しか出店していない場合もあれば､ 100店舗以上を出店し
ている場合もある｡ 本稿では､ この ｢件数｣ を集計ベースとして分析をして
いきたい｡







進出は急増していく｡ 具体的には､ 2003年に26件を記録した後､ 2004年には
40件を､ 2009年には60件を､ 2010年には80件を超え､ それ以降は100件を超
える進出が見られるようになった｡ 直近の2014年には過去最高の161件を記
録している｡
では､ なぜ2003年が転機となったのであろうか｡ 筆者は､ この年がアジア
で SARS (重篤気管支炎) と鳥フル (鳥インフルエンザ) が蔓延した年であっ
たことに注目している｡ SARSは2003年２月から感染が拡大､ 同年７月に終
息宣言が出されたものの､ この間に29の国と地域で8,000人以上が感染し800
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8) たとえば､ 中国大陸で最初に北京に運営会社を設立して進出し､ 後に上海に別の運営
会社を設立して進出した場合は､ それぞれを別々にカウントしている｡ 中国大陸や米
国大陸では､ このようなケースが見られた｡














とりわけアジアの消費者の間で ｢衛生｣ ｢安全｣ ｢健康｣ といった新たな価値








が通貨危機 (1997～1998年) 後の大不況から立ち直り､ とりわけ消費拡大が
顕著になってきた時期であり､ アジア各地でショッピングセンターや大型小
売店の開発が進んで商業施設間の競争が激化してきたタイミングであったこ

































































































い｡ むしろ､ 近年のラーメンの海外進出の増加には､ 生麺を始めとする食材
入手が容易になったことが大きく影響しているからである｡
ラーメンは､ 基本的には濃縮ダレ､ タレを薄めるスープ､ 麺の３つの食材











リーズナブルである｡ したがって､ その両者を組み合わせれば､ 比較的容易
に日本と同じスープの味が再現できる｡
一方､ ラーメン用の生麺は､ 粉の特性､ 太さ､ 縮れ具合にラーメン企業ご
との個性があること (オーダーメイド品であり汎用品が使えないこと) や､
日本と海外 (中華圏) での製法に違いがあることから､ 現地の中華麺の生産
業者などからの調達は難しい9)｡ 冷凍状態で日本から輸出することも可能で
わが国外食業の海外進出史 13
9) 日本では､ ラーメンの麺には ｢コシ｣ の強さが求められるため､ 原料となる小麦粉に
は粘りの強い (グルテンの含有量が高い) 強力粉や準強力粉が使用され､ それに ｢か
ん水｣ を加えて ｢コシ｣ を出すのが一般的である｡ また､ 店舗や商品 (つけ麺､ 冷麺







るようになってきたことによる｡ 詳細は川端 (2013a､ 2014､ 2015) に譲る
が､ 現在では日本のラーメン企業は､ シンガポール､ タイ､ マレーシア､ 香
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に ｢コシ｣ を求めることはないため､ 薄力粉が主流で強力粉が入手できない地域も多





ケースが見られる｡ しかし､ 輸送コストが高くなって売価が高くなるため､ 所得の高
い先進国 (ドイツなど) では使用が可能であるが､ 新興市場では使用できないのが実
態である｡









とはいえ､ 外食の海外進出においては､ 食材の調達だけではなく､ 現地で
の店舗開発や人材育成も大きな課題となっている (川端2013b)｡ 店舗開発
とは､ 最適な立地と合理的な賃貸条件 (家賃) を備えた物件の探索をさし､
内装工事の納期管理､ 什器・厨房設備の入手､ 役所への許認可手続きなどを
さす｡ また人材育成とは､ 衛生管理や調理の手順､ 接客対応が正しく遂行で
きる人材や､ 店長候補となる中間管理職の育成をさす｡ これらも､ 海外に進
出した外食業が実現に苦労している点である｡ しかし､ これらについても､
近年では現地に多くの日系業者 (内装工事業者､ 厨房機械メーカー､ コンサ
ルタントなど) が進出しており､ さらに現地で信頼の出て来る事業パートナー
(現地の大手企業や現地の日本人企業など) も増えつつあるため､ 克服可能
な環境が整いつつある (川端2014)｡ よって､ その点から見ても日本の外食
業の海外進出は難度が低下しているといえよう｡




では､ より具体的に海外進出の経緯を見ていきたい｡ まずは､ 戦後の進出
再開期に光を当てる｡
さて､ 戦後の外食業の海外進出は､ 1956年に先述の斉藤もとがニューヨー
クに開いた高級日本料亭 ｢さいとう｣ から始まる｡ 当時は､ 大蔵省の外貨持
ち出し規制が厳しかった時代であったが､ そのような中で個人による海外進




買取り ｢さいとう｣ と改称して経営していたこととも無関係ではない｡ すな










資が困難な状態が続いていた｡ つまり､ 収益を上げる確度が低い (外貨を日
本にもたらさない) と判断される投資案件 (とくに中小企業や個人の海外投




しかし､ オリンピックの開催決定や IMF 8条国への移行など先進国をめ
ざす政府の動きを受けて､ 1962・63年頃からは次第に政府の姿勢にも変化が
川 端 基 夫16
12) 斉藤もとは戦中期の上海店の出店に際しては､ 松坂屋のオーナー社長であった伊藤次
郎左衛門氏の後ろ盾を得て､ 当時､ 上海にあった松坂屋の上海支店の協力を得たと自






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































見え始める｡ 折しも1962年の秋からは､ 東京オリンピックに向けての ｢オリ
ンピック景気｣ が始まり､ 外食企業も含めた幅広い分野で海外進出への機運
が高まっていった｡
1964年になると､ ４月に IMF 8条国へ移行したことで為替制限が撤廃され､






ロサンゼルスに日本料理店 ｢東京会館｣ を開業した13)｡ 続いて､ 1964年５月
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13) この東京会館は､ 当初は和食スタイルの中華料理を食べ放題で提供する店であったが､
大皿から複数の客が取り分けることは保健所から禁止されたため､ 天ぷら､ 鉄板焼き､




ズを加えて海苔で巻いた ｢カリフォルニア・ロール｣ が考案されたとされる｡ これは
1960年代のアメリカではマグロが夏の時期しか入手できなかったため (冷凍マグロが
無かったため)､ それに代わる食材としてアボカドに目を付けたのがきっかけとされ
る (アイゼンバーグ､ 121122頁)｡ 永和グループは､ その後､ 鮮魚の卸売事業会社
(International Marine Products. Inc.) を設立し､ アメリカ全土の寿司店に寿司ネタを
供給して寿司ブームを支えてきた (同社 HPより､ 2015年７月16日閲覧)｡
14) 創業者で当時の社長の青木湯之助 (19061979年) は､ 米国進出のために1959年に長

















国と中南米に112店 (フランチャイズ15店､ 寿司店27店を含む) を､ カナダ､
ハワイ､ 英国､ 中東諸国､ 東南アジアに24店を展開しており､ まさにグロー
バルな成功を収めた外食企業の１つとなっている16)｡ なお､ 1971年には日本
から合掌造りの民家を移築し ｢Gasho of Japan｣ という鉄板焼チェーンを別
途設立したが､ こちらは現在も日本の ｢紅花｣ が経営しているため､ 日本か
らの進出と見なしてよかろう｡
さて､ 1964年の渡航自由化によって香港やハワイには日本人観光客が急増
したが､ 香港に出た高級料亭 ｢金田中 (かねたなか)｣ は､ 日本人観光客を
誘引しようとした香港のミラマーホテルの熱心な誘いに応じて進出を決めて
いる｡ また, 同年10月にハワイに出た日本料理 ｢ふるさと｣ も､ 戦略的に日
わが国外食業の海外進出史 19
15) 米国事業は青木湯之助により創業され､ 長男の廣彰 (ロッキー青木､ 19382008年)
が運営に当たった｡ 有名な ｢火鉢スタイル｣ の鉄板焼は湯之助が考案したものとされ
る (詳細は青木 2015 を参照)｡
16) 店舗数は米国の Benihana of Tokyo, Inc. (欧州・中東・アジアに出店) およびその子
会社の Benihana Inc. (北米・中米・南米に出店) HPより (2015年７月16日閲覧)｡
本人観光客を狙った進出であったとされる｡
ところで､ 西ドイツのデュッセルドルフに進出した柳橋の高級料亭 ｢柳光
亭｣ は､ 現地に進出する大手の日本企業の出資で建設されたレストラン ｢日
本館｣ の運営を受託される形で進出を行った｡ 現地の日本人駐在員や日本企
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17) 当時は西ドイツのデュッセルドルフが欧州における日本企業の活動拠点であり､ 多く
の日本の大企業が集積していた｡ ｢日本館｣ は､ 当時､ 日独協会の会長であった岸伸
介首相の発案で､ 当時の経団連会長・稲山嘉寛八幡製鉄社長が発起人となり､ 多くの




なり､ それがきっかけで柳光亭は廃業に追い込まれた｡ この事件は､ 当時の国会で政
治資金がらみの事件として取り上げられている｡
18) 松坂屋フィリピンの詳細は松坂屋 (1971) および川端 (2011) を参照のこと｡ マツザ




であったことである｡ ここでいう高級日本料理とは､ 懐石料理､ すき焼き､
しゃぶしゃぶ､ 天ぷら､ 寿司などを提供する本格的な日本料理店を指す｡ ベ
ニハナは鉄板焼ステーキがメインであった点では性格を異にするが､ そのソー
















シコシティーに高級日本料理店 ｢サントリー (燦鳥)｣ を出店した｡ これは同
社のウイスキーを海外で販売するためのアンテナショップ的役割を担ってい






ントリー (燦鳥)｣ はその後1990年代にかけて欧州､ 北米､ 南米､ アジアの
主要都市に次々と出店されていった｡ ｢大都会｣ も､ ドイツ国内の主要都市
を中心に多店舗展開されていった19)｡
今ひとつの新しい動きは､ 日本のフランチャイズ・チェーンが初めて海外
進出を行ったことである｡ 1974年の北国商事 (現ホッコク) による ｢どさん
子ラーメン｣ のニューヨーク出店がそれであった｡ 先述のように ｢ベニハナ｣
は1970年からアメリカでのフランチャイジングを開始していたが､ 日本では
フランチャイジングは行っていなかったことから､ 日本のフランチャイズ企
業の海外進出 (国際フランチャイジング) としては､ ｢どさん子ラーメン｣
が最初と言える20)｡ これ以降､ 吉野家 (1975年)､ 京樽 (1975年)､ 小銭ずし
(1978年)､ ロッテリア (1979年)､ 小僧寿し (1980年) など多くのフランチャ
イズ企業が日本から海外進出を行った (詳細は川端2010)｡







ようにもなった｡ たとえば､ 1973年にニューヨークの高級ホテル (ウォルド
フ・アストリア) に進出した天ぷら懐石の ｢稲ぎく｣ は､ 1980年代以降には
シャングリラホテルを始めとする世界の一流ホテルと戦略的に提携して積極
的に出店をして拡大していった｡
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19) 現在では ｢燦鳥 (サントリー)｣ はメキシコに９店舗残るのみであり､ ｢大都会｣ も一
時期はデュッセルドルフ､ ケルン､ ベルリン､ フランクフルト､ ハンブルグなど７店
舗あったが､ 現在はベルリンとケルンに残るのみである｡
20) ただし､ 1974年の１号店は現地の日本人経営者に商標貸与しただけの店であった｡ 現
在で言えば､ プロデュース店に当たろう｡ 北国商事は同年に三菱商事アメリカおよび
日清食品との三者合弁で現地法人 DOSANKO FOODS Inc. を立ち上げ､ 翌1975年に







見たものである｡ 一般に､ 提供メニューには幅があるため､ その分類は難し







を占めている｡ 特に目立つのはラーメン (ちゃんぽん含む) の進出で､ 全体
の約23％と突出している｡ ラーメンの進出は1970年代に始まるが､ 2000年代
以降に増加し2010年代に激増した (第２図)｡ 1960・70年代に大勢を占めた
高級日本料理店は､ 1990年代以降は減少傾向にある｡ これは､ 日本料理が海
外で根付くに従って現地創業の高級店が増えたことによる｡ これに代わって､


























高級日本料理 (懐石・すき焼など) 7 22 29 23 11 6 98 7.2
寿司 (回転寿司・持ち帰り含む) 6 10 14 19 30 79 5.8
鍋 (鳥鍋・もつ鍋など) 1 1 5 15 22 1.6
和食・定食・居酒屋 (炉端含む) 16 9 43 66 134 9.9
焼き鳥・串焼き・唐揚げ・手羽先 1 4 4 13 22 1.6
焼き肉・鉄板焼き・もつ焼 1 4 2 14 9 39 69 5.1
トンカツ・カツサンド・串かつ 13 22 35 2.6
丼 (牛丼・天丼など) 1 1 8 12 18 40 2.9
カレー (ハヤシライス含む) 2 2 9 14 27 2.0
洋食・オムライス・和風パスタ 2 1 5 6 14 1.0
お好み焼き・たこ焼き 1 5 2 9 5 22 1.6
うどん・そば 2 4 10 44 60 4.4
ラーメン (ちゃんぽん含) 4 6 14 75 212 311 22.9
ファミレス・その他和風レストラン 1 4 4 3 1 13 1.0
弁当 7 1 2 10 0.7
和菓子・和風喫茶 1 7 12 14 34 2.5






イタリア料理 (ピザ､ パスタ含む) 12 23 25 60 4.4
フランス料理 2 1 1 4 0.3
ステーキ (ハンバーグ含む) 2 1 13 5 21 1.5
中華 2 1 2 3 6 14 1.0
その他 (BBQ､ カリフォルニア､ カフェなど) 1 12 10 12 14 49 3.6
珈琲・紅茶 4 8 6 9 27 2.0
ハンバーガー 2 6 7 6 6 27 2.0
総菜・デリカ (コロッケ・スープ含む) 4 5 9 0.7
ベーカリー (ベーカリーカフェ含む) 4 31 5 9 16 65 4.8
ドーナツ 3 4 2 9 0.7
シュークリーム 15 12 27 2.0
クレープ (パンケーキ含む) 4 3 8 7 22 1.6
アイスクリーム・ヨーグルト・ジェラート 1 3 5 9 0.7
ケーキ (生菓子) 2 2 2 17 23 1.7
クッキー・チョコレート・バーム 1 1 2 9 15 28 2.1
小計 0 12 65 57 116 144 394 28.5
総計 9 52 156 160 356 651 1384 100.0





くなっている｡ 一方､ ベーカリー店の進出は､ 生産工程と一体化して進出し






で寿司ブームが始まる｡ 築地玉寿司 (1975年) や寿司田 (1979年) がアメリ
カに進出したが､ 一方で元禄や京樽といったテイクアウト寿司 (持帰り寿司)
店もアメリカに進出し始めた｡ また､ ベーカリーも海外進出を開始し､ サン
ジェルマンがハワイとパリ (共に1977年) に進出し､ ヤマザキもロサンゼル
スに進出する (1977年)｡ さらにハンバーガーのスティーブン (1978年ロサ





が急増していく｡ 日本食系では ｢和食｣ 店が増大した｡ ここでいう ｢和食｣
店とは､ 従来の懐石料理やすき焼き､ 天ぷらといった高級なものではなく､
気軽に食べられる丼､ 定食､ カレーやトンカツなどの洋食､ うどん・そばな
ど幅広い日本食を総合的に扱う店をさす｡ 要するに､ 大衆的な日本料理店で














ア､ モンゴル､ 韓国などに展開していった｡ 1993年には元気寿司が回転寿司
店を初めて海外 (ハワイ) に出したり､ 牛丼の吉野家が進出先を東南アジア
や中国に広げたりした｡
非日本食系では､ イタリア系外食の進出が始まった｡ イタリアントマト､
カプリチョーザ､ ピエトロ､ プロントなどである｡ また､ トニーローマなど
の BBQレストラン､ サッポロやキリン系のビアレストランなども進出した












る｡ 専門店は少ないが､ 和食店はもちろん､ カレー専門店やうどん・そば店




会社に任せており､ それが積極的進出につながった｡ また､ この時期には日
本のスイーツが海外で受容された｡ ビアードパパを始めとするシュークリー










べた)｡ また､ うどん・そばも大きく増加した｡ とくに､ はなまるや丸亀製
麺などのセルフ式うどん店の進出件数が2011年から急増したのが特徴である｡
さらに､ 和食店の中でも居酒屋が増えた｡ 和民､ 白木屋などの大手チェーン
のみならず､ 地方の小規模チェーンも進出が相次いだ｡ 居酒屋は､ 海外 (韓
国を除く) では酒を飲む店というよりも､ 多様な日本食がリーズナブルな価
格で食べられる和食店という位置づけとなっており (ゆえに第２表・第３表
では和食店に分類)､ それが人気を呼んでいる｡ 和民は､ 海外では ｢居酒屋｣





えよう｡ たとえば､ 2012年に UAEのドバイに進出したヨックモックは､ 僅
わが国外食業の海外進出史 27
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第３表：業種・主要メニューから捉えた近年の海外進出 (2010～2014年)





高級日本料理 (懐石・すき焼など) 1 1 2 1 1 6 0.9
寿司 (回転寿司・持ち帰り含む) 7 3 5 6 9 30 4.6
鍋 (鳥鍋・もつ鍋など) 4 2 1 3 5 15 2.3
和食・定食・居酒屋 (炉端含む) 9 8 15 16 18 66 10.1
焼き鳥・串焼き・唐揚げ・手羽先 1 3 3 3 5 15 2.3
焼き肉・鉄板焼き・もつ焼 2 8 7 12 9 38 5.8
トンカツ・カツサンド・串かつ 3 3 4 6 6 22 3.4
丼 (牛丼・天丼など) 4 2 2 4 6 18 2.8
カレー (ハヤシライス含む) 1 5 4 2 2 14 2.2
洋食・オムライス・和風パスタ 3 3 6 0.9
お好み焼き・たこ焼き 1 3 1 5 0.8
うどん・そば 2 8 8 12 14 44 6.8
ラーメン (ちゃんぽん含) 25 42 66 35 44 212 32.6
ファミレス・その他和風レストラン 1 1 0.2
弁当 1 1 2 0.3
和菓子・和風喫茶 2 1 3 4 4 14 2.2






イタリア料理 (ピザ､ パスタ含む) 3 7 6 3 6 25 3.8
フランス料理 0 0.0
ステーキ (ハンバーグ含む) 2 1 2 5 0.8
中華 4 1 1 6 0.9
その他 (BBQ､ カルフォルニア､ カフェなど) 1 4 5 4 14 2.2
珈琲・紅茶 2 3 4 9 1.4
ハンバーガー 2 1 2 1 6 0.9
総菜・デリカ (コロッケ・スープ含む) 2 3 5 0.8
ベーカリー (ベーカリーカフェ含む) 3 3 4 3 13 2.0
ドーナツ 2 2 0.3
シュークリーム 2 2 4 1 3 12 1.8
クレープ (パンケーキ含む) 2 3 2 2 9 1.4
アイスクリーム・ヨーグルト・ジェラート 1 1 3 5 0.8
ケーキ (生菓子) 2 4 3 4 5 18 2.8
クッキー・チョコレート・バーム 1 4 4 2 3 14 2.2
小計 18 24 37 28 36 143 22.0
総計 82 116 160 132 161 651 100.0



















韓国 1 4 10 24 35 74 5.3
台湾 1 19 22 36 60 138 10.0
香港 2 1 19 9 40 66 137 9.9
マカオ 1 5 6 0.4
中国大陸 7 33 83 98 221 16.0
タイ 4 12 30 84 130 9.4
シンガポール 2 9 13 32 85 141 10.2
マレーシア 5 6 6 22 39 2.8
インドネシア 1 5 3 13 29 51 3.7
フィリピン 1 6 10 24 41 3.0
ベトナム 1 2 20 23 1.7
ラオス 2 2 0.1
ミャンマー 3 3 0.2
カンボジア 13 13 0.9
インド 3 3 0.2
他アジア 1 1 3 5 0.4
小計 3 7 72 116 277 552 1027 74.2
中東 1 1 7 9 0.7
欧州 1 11 12 10 6 12 52 3.8
米・カナダ 4 20 42 18 44 46 174 12.6
ハワイ・グアム 1 9 21 9 17 14 71 5.1
中南米 3 1 4 8 0.6
オーストラリア 1 8 6 7 11 33 2.4
ロシア 1 1 2 4 0.3
その他 1 2 3 6 0.4
小計 6 45 84 44 79 99 357 25.8
合計 9 52 156 160 356 651 1384 100.0
注) 空白部分は進出なし｡ ｢他アジア｣ はモンゴル､ ブルネイ､ パキスタン､ ｢その他｣ はウクラ









見ると (後掲の第５表参照)､ その進出は2011年の26件をピークに､ 2013年
は15件､ 2014年には14件にまで減少している｡ 2013年以降に進出が低下した









さて､ 中国に次いで進出が多いのは北米市場 (米国とカナダ) で12.6％で
あった｡ ハワイやグアムを加えると17.7％に達する｡ この北米の多さには２
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21) 実際に中国に進出した外食企業がどのようなトラブルに見舞われどのような苦労を強
いられたのかは､ 河原 (2007) や関 (2011) の著書､ あるいは月刊食堂 (50(7)､
2011) や藤尾 (2012) の記事に詳しい｡ また､ 中国での食材調達の難しさについては
川端 (2013a) を参照のこと｡
現在までに欧州で多店舗展開に成功した外食は見られないことも特筆に値し
よう｡ 欧州は所得の面からは魅力的な市場ではあるが､ すでにアジア系 (中
国､ 韓国､ ベトナムなど) 住民が運営する日本食レストラン (寿司店や焼き



































新僑飯店に (1984年)､ 京樽が北京飯店に (1985年)､ シャロンが上海国際機








進出であった｡ また､ 中国大陸に次いで多かったのは台湾であった｡ 台湾の
消費者は日本や日本の消費財に対する関心が高く､ 多様なものが受容されや
すいことが基盤にあったが､ 当時は香港と共に大陸へのゲートウェイと見な




一方でその後大きく成長をした企業もある｡ たとえば､ 味千ラーメン (1996
年香港→中国大陸､ 623店)､ モスバーガー (1991年台湾､ 240店)､ 吉野家
(1991年香港､ 61店)､ 同 (1992年北京・遼寧､ 294店)､ ８番ラーメン (1992
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年タイ､ 104店)､ 元気寿司 (1995年香港､ 60店)､ ミスタードーナツ (1995












ものとしては､ サイゼリア (2003年中国､ 218店)､ すき家 (2008年中国､
103店)､ ミスタードーナッツ (2004年台湾､ 57店)､ 大戸屋 (2005年タイ､
45店)､ CoCo壱番 (2004年中国､ 44店)､ ペッパーランチ (2005年中国､ 42
店)､ 同 (2006年インドネシア､ 38店)､ 同 (2005年シンガポール､ 37店)､















は､ ①進出総量の急増､ ②中国進出のピークアウト､ ③タイへの進出増､ ④
ベトナム､ ラオス､ カンボジアなどインドシナ半島の新興国への進出増､ ⑤
UAEなどの中東への進出､ ⑥ブラジルやメキシコなどの中南米への進出な
どが挙げられよう｡
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第５表：進出先から捉えた近年の海外進出 (2010～2014年)
進出先 2010 2011 2012 2013 2014 計 ％
韓国 5 10 10 3 7 35 5.4
台湾 8 7 17 11 17 60 9.2
香港 7 10 18 19 12 66 10.1
マカオ 1 1 3 5 0.8
中国大陸 19 26 24 15 14 98 15.1
タイ 13 12 14 23 22 84 12.9
シンガポール 13 18 25 15 14 85 13.1
マレーシア 1 4 8 3 6 22 3.4
インドネシア 3 2 7 9 8 29 4.5
フィリピン 2 5 9 8 24 3.7
ベトナム 2 2 3 1 12 20 3.1
ラオス 2 2 0.3
ミャンマー 3 3 0.5
カンボジア 2 5 6 13 2.0
インド 1 2 3 0.5
他アジア 2 1 3 0.5
小計 71 96 134 117 134 552 84.8
中東 3 4 7 1.1
欧州 2 4 1 5 12 1.8
米・カナダ 7 11 13 7 8 46 7.1
ハワイ・グアム 3 3 3 5 14 2.2
中南米 1 1 1 1 4 0.6
オーストラリア 1 2 2 2 4 11 1.7
ロシア 1 1 2 0.3
その他 2 1 3 0.5
小計 11 20 26 15 27 99 15.2
合計 82 116 160 132 161 651 100.0








を増大させた｡ さらに､ 近年は､ 海外進出をサポートしようとする公的機関























は､ 科学研究助成 (基盤研究(Ｃ)､ 課題番号26380586､ 代表者：川端基夫)､ 関西学院大
学個人特別研究費 (2015年度､ 代表者：川端基夫) を使用した｡
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